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第1 請求の趣旨に対する答弁

１　原告の請求を棄却する。

２　訴訟費用は原告の負担とする。

第2 請求の原因に対する答弁

別紙に記載

第３　被告の主張

別紙に記載

証　　拠　　方　　法

１　乙第１号証

２　乙第２号証

３　乙第３号証

添　　付　　書　　類

１　乙号証（写し）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各１通

請求の理由に対する答弁

まず最初に、被告川東大了について「私」と言う。

被告全員の１０名から、被告中谷良子、被告中曽千鶴子、被告松本修一を除く被告ら７名を「我々」と言う。

必要に応じて「我々」に、被告中谷良子や被告中曽千鶴子を加える時は「中谷を加える我々」「中曽を加える我々」と言う。

被告全員の１０名については、「すべての被告ら」と言う。

尚、「我々」と言う記述をする場合であっても、外の被告らの意思等を確認した上での記述ではないので、あくまで私の視点から見た外の被告らの心情を推察しての記述である。

それと先に被告松本修一（以下「被告松本」と言う。）について、私の視点からの見解を述べておきたい。

被告松本は、我々の活動の参加者とは考えていない。

被告松本は、我々の政治思想や信条を同じくして共闘する関係の人間ではなく、あくまでも忠実に真実を世間に伝えるとの目的で我々の活動に随行し、一部始終を撮影・中継・インターネットに投稿する人間であり、端的に言えばジャーナリストに対して取材を許可しているような関係であると私は考えている。

仮に被告松本がいなければ、我々の手で動画撮影、インターネットへの投稿等をする事になるので、被告松本の存在は我々にとっても貴重であり、大きな助けになる存在であった。

そして、数多くの活動を通じて、被告松本と接しているので、互いに連絡を取り合い、時には共に自動車に乗り合わせて移動したり、食事等を共に取ったりする事も多く、信頼関係もあり、我々の中には「仲間」と位置付けている人間も多くいると思われる。

私の視点で見る被告松本は、友達ではなく、仲間と言う表現も微妙であり、一番しっくりくる表現は「戦友」である。

被告松本も、竹島や尖閣の領土問題、拉致事件の問題、いわゆる「従軍慰安婦」の問題などでは、我々と同じような歴史認識・領土認識・人権認識を持っているとは思うが、被告松本が活動の場において、被告松本の政治思想や抗議の意思を示したり、シュプレヒコールを挙げたりした事は皆無であり、被告松本は終始、黙々と撮影をするだけであり、活動に参加する他の仲間とは明らかに違う立場の人間である。

そのような被告松本について、私は「我々とは違うスタンスではあるが、祖国の為に彼も強い信念を持って彼なりの信じる護国活動・愛国活動をしている」と言う風に捉えており、そのような観点から、敢えて一言で言い表すなら「戦友」と言うのが当てはまると考える。

１　概要

本件の一部始終がインターネットに投稿された事実は認める。

又、その動画が証拠となって本件が立件され、有罪判決が出たのも事実である。

日本の司法制度に則り、違法行為であるとの有罪判決を受けた以上、違法行為であった事は確定した事実ではあるが、本件の発端は原告達の「子ども救援カンパ」を巡って募金詐欺ではないかとの国会議員の質問や、それを報じる新聞報道があり、その事によって我々は「募金詐欺を許せない」との義憤から糾弾、抗議活動を行ったものであり、「子ども救援カンパ」が募金詐欺であったのか、なかったのかによって、本件の違法性の評価は変化する余地がある。

尚、被告中曽千鶴子（以下「被告中曽」と言う。）は、自身が裁判で証言すれば無罪判決であったと述べている。

それと、被告らの中には健康保険証詐欺をしていた犯罪者の被告中谷良子（以下「被告中谷」と言う。）や、「保険証詐欺なんか誰でもやってる、私もした事がある」と自ら保険証詐欺を行ったと告白している被告中曽も含まれており、この被告中谷と被告中曽（以下、この被告中谷と被告中曽を「詐欺の被告ら２名」と言う。）が本件に参加した動機については私は不知である。

（1） 本件の概要

四国朝鮮初中級学校の子供達の為に金１５０万円を支援した事については、原告達が自分達の財布から寄付したのであれば、我々も本件のような抗議活動を行っていない。

「子ども救援カンパ」では、訴外あしなが育英会への寄付だと勘違いさせる形態での募金活動がされており、実際に募金をした人の中には「全額があしなが育英会に行く」と思っていた人も多く、この「子ども救援カンパ」を巡って募金詐欺ではないかとの報道がされた後は、あしなが育英会への寄付が減ると言う事態も生じた。

あしなが育英会は、事故・病気・災害等で親を失った遺児に奨学金を援助して高校進学等を助ける団体である。

このあしなが育英会の名前を騙った募金活動で集まった寄付金が朝鮮学校に寄付されたとなれば大きな問題がある。

何故なら、朝鮮学校に通う子供達は遺児ではなく、更には朝鮮人の公立学校への入学は認められているにも関わらず、親の意思によって民族教育を受けさせてやりたいと言う事で公立学校よりも費用のかかる朝鮮学校へ通っている子供達なので、比較的、裕福な家庭の子供である。

比較的、裕福な子供達にあしなが育英会の看板を騙って集められた募金の一部を寄付する事は、募金をした人を欺く行為である。

実際に「朝鮮学校に寄付されると知っていたら募金しなかった」と言う人もいる。

「子ども救援カンパ」では、募金活動をする際に「集まった募金の一部は朝鮮学校の子供達の為に使われます」と使途を周知させておらず、少なからずの募金をした人の「遺児の為に全額使われる」との気持ちを欺く行為であると思われる。

一般社会通念上、「子ども救援カンパ」は募金者に対して「あしなが育英会に行く」「あしなが育英会の看板があるから遺児の為に使われる」と錯誤させて、第三者に募金をさせたと受け取れる。この行為は刑法２４６条の詐欺罪に該当すると思慮されている。

そして、実際にこの「子ども救援カンパ」を巡って「募金詐欺ではないか」の報道があって、社会問題に発展し、あしなが育英会も日教組と共謀関係、共犯関係ではないかとの疑惑も起こり、あしなが育英会への寄付が激減して、その為に本来であれば奨学金を受けて進学等出来たであろう遺児が、進学等を諦めなければならないような被害まで起きた。

本件の抗議活動は、早急に「子ども救援カンパ」の募金詐欺を暴き、あしなが育英会の潔白を証明し、それによって、再びあしなが育英会の信頼を回復させて、あしなが育英会への寄付金が以前のように集まるようにし、それによって、多くの遺児達の進学を可能にさせてあげたいとの思いから我々が企画、実行した活動である。

原告は本件の動機の主は「拉致犯罪組織の支援を糾弾」と述べているが、それも動機の一部ではあるものの、動機の最も大きいものは「拉致犯罪組織の支援」ではなく、「募金詐欺糾弾」であったと私は考えている。

尚、拉致犯罪組織支援も当然ではあるが、動機のひとつなのは間違いない。

原告は、朝鮮初中級学校に金１５０万円を寄付した事を拉致犯罪組織の支援に繋がるとの見解を曲解と主張しているようであるが、これは曲解ではなく事実だと確信する。

朝鮮学校は日本国の学校教育法に基づく一条校ではなく、義務教育を受けた事にならない。そして朝鮮学校の教師は日本国の教員免許を持たず、朝鮮学校で使用される教科書も文部科学省の教科書検定に合格した教科書ではない。

この朝鮮学校を初級、中級と進学し、朝鮮大学校まで卒業したとしても、日本国の義務教育を受けた事にはならない為、小学校すら卒業していない扱いとなる。

その為に朝鮮学校の卒業生の就職に関しては、非常に限られたものになっている。

朝鮮総連の職員や、朝鮮学校の教師、後は非合法的な組織などに入る事となる。

実際に朝鮮学校の卒業生の犯罪率は高く、朝鮮学校の教師や校長ですら犯罪者が多いのが実情である。

そして、拉致犯罪であるが、８００人とも言われる同胞が北朝鮮に拉致されたこの事件は、北朝鮮の工作員が日本に乗り込んで来て、日本人を拉致して北朝鮮に連行していったと言う事件ではない。

この事件は、その多くが日本国内で日本人が拉致され、拉致を終えた後に北朝鮮に「拉致したから、受け取りに来てくれ」と伝え、北朝鮮の工作員は、拉致されて身柄を確保されている日本人を受け取りに来ただけと言う事件である。

つまり、拉致事件の実行犯は、朝鮮総連の職員であり、それは朝鮮学校の卒業生である。

このような拉致事件の真相に鑑みると、朝鮮学校への支援は、拉致犯罪組織への間接的な支援になっている事は疑う余地がない。

被告西村斉（以下「被告西村」と言う。）が乱入し、罵詈雑言を浴びせた事件との主張であるが、すべての被告らは１階の受付での案内を受けて２階の原告の事務所を訪問しており、この訪問に関しては被告西村がメールで質問を送ったにも関わらず回答がなかった為に直接訪問して質問の回答を求めようと思った為のものだと私は理解しており、正当な理由のある訪問であったと考えている。又、訪問した際に原告富田も被告西村に対して応対し、普通に会話を行っているし、原告富田から「出て行って下さい」との要請もなかった。

その事から、乱入との表現には当たらず、我々は訪問したと理解している。

尚、罵詈雑言については、私は罵詈雑言を発していないし、私の知る限り被告松本も罵詈雑言は発していない。外の被告らについては、それぞれの被告らがどのように考えているかは分からないが、私の視点で述べると、募金詐欺の新聞報道がなされた後での本件においては、新聞報道等で募金詐欺を知って激怒して苦情を言ってくる人間の来訪も充分、想定の範囲内であり、組合業務の一環としてそのような苦情に対応するのも含まれていると思われるので、そのような事情に鑑みれば、一般社会通念上、許容される範囲内での抗議発言ではあったと考える。

それと、原告の徳島県教職員組合事務所に社民党のポスターが掲示してあった事も抗議活動が激しくなった原因である。

本来、公務員の政治活動は禁止されており、特定の政党のポスターのみを貼る行為は公務員の政治的中立を求める地方公務員法第３６条の精神に反する不適切な行為である。

そして、社民党であるが、この政党は小泉純一郎元総理大臣が北朝鮮を訪問して、北朝鮮の訴外金正日が「我が国は、日本人を拉致していました。」と認めたにも関わらず、「拉致疑惑は日本政府の創作、食糧支援をしない為の捏造」とする社会科学研究所・日韓分析編集・訴外北川広和の「食糧援助拒否する日本政府」と題する論文を社民党のサイトに掲載し続けていた。その為に拉致被害者の家族が名指しで「これまで拉致疑惑は日本国政府のでっち上げだと言っていた社民党や共産党は何か言いたい事があれば連絡して来い」と怒りを露にしてしまう程であった。

拉致事件の解決が出来なかった原因は、旧社会党（現社民党）や共産党が「日本政府のでっち上げ」と主張して、拉致事件の解決を妨害したからである。

拉致事件の解決を妨害し、訴外横田めぐみさん始め多くの同胞が拉致されたまま日本に帰って来れないように仕向けた社民党のポスターを貼って、この社民党を応援・支持していた訳であるから、拉致事件の解決を目指している被告松本を含む我々に対し、原告らは拉致被害者の事などどうでも良いと考えているのではないかと思わせて、より一層、抗議感情が高まった。

先述した通り、朝鮮学校の卒業生が朝鮮総連に入って、拉致の実行犯となっている状況で朝鮮学校を支援し、間接的に拉致を手助けした原告らが、その拉致事件の解決を妨害した社民党を応援・支持していたのであるから、同胞を助けたい、同胞を攫った犯罪を許せないと考える被告松本を含む我々が更に激しく抗議をしたくなるのは当然である。

原告らの不適切な社民党のポスターの掲示にこそ、原告らが主張する罵詈雑言の原因がある。

（2） 刑事処罰の状況

すべて認めるが、被告中曽は「私が裁判で証言台に立って証言していれば無罪だった」と述べております。

又、被告中曽は「裁判の執行を監督する人間から、一切の不法行為はなかったと言われた」と主張しております。

そのような事情から、被告中曽の言う事に間違いがなければ、本件は冤罪であります。

（3） 民事訴訟の提訴について

「刑事責任を問われた行動について、被告らから被害者への直接の謝罪は一度もない。」との主張については外の被告については不知である。

私は確かに直接の謝罪をした事は一度もない。

刑事処罰の状況の通り、原告の刑事告訴を受けて本訴におけるすべての被告らの内７名は逮捕されて２０日間の勾留延長を受けて留置所に入れられている。その勾留には接見禁止が付くものであった。そしてその逮捕された７名の内６名が起訴され有罪判決を受けて前科者になり、就職や結婚等を始め、これからの人生で有形無形の多くの不都合を強いられる事になっている。

そして、平成２５年の３月末に、処分保留だった被告松本と逮捕はされなかった被告中曽が在宅起訴となり、現在は刑事被告人となっており、刑事裁判をうけているが、刑事裁判を受けると言うのは大きな精神的・経済的・時間的負担を強いられるものである。

勿論、その事で原告に対して恨み辛みを述べる意図はないが、逮捕された被告らは突然、逮捕され、２２日間ほど留置所に入れられ、不自由な生活を強いられ、ある者は職を失い、ある者は収入を失い、ある者は家族に心配をかけ、職場等に迷惑をかけ、職場や近隣住民に逮捕を知られる事による様々な不都合や精神的な負担を抱える事になった。

そして、有罪判決を受けた６名の内、被告西村と被告荒巻靖彦（以下「被告荒巻」と言う。）は韓国に不法占拠された「日本国固有の領土である竹島」を取り返す為、日本国の領土・主権を守る為に、訴外ロート製薬に対して「竹島は何処の領土ですか？」と質問し、それに対してロート製薬が「竹島は日本の領土です」と回答したという一般社会通念上、何の犯罪でもない事で不当に逮捕・起訴され有罪判決を受けて、被告荒巻は本件での執行猶予付き有罪判決の執行猶予が取り消されて服役している。

被告西村も実刑の有罪判決を受けて上告しているが、実刑が確定する事が確実な状況であり、実刑が確定すれば本件の執行猶予付き有罪判決の刑期を服役する事になる。

各被告らの個人情報になるので多くは述べられないが、幼い子どもを残して服役する事により服役する当人は勿論の事、お父さんとある日、突然会えなくなる子どもにとっても大きな悲しさと寂しさと悔しさを強いる事になるのである。

被告西村も被告荒巻も、国の為にいつでも命を捨てる覚悟で行動し戦っている真の愛国者であるから、服役位の事で泣き言を言う人間ではないし、不当な投獄であっても笑って受け容れるであろうが、被告らはこのような制裁を国家より受けている。

それを原告らが十分と取るか、不十分と取るかは原告らの自由であるが、被告らが受けた肉体的制裁、社会的制裁、経済的制裁等は、多大なものである事は述べておきたい。

原告らは、被告らの受けた制裁への理解が足りないのではないかと反論する。

私に限定すれば、本件での逮捕は再逮捕であり、平成２２年８月１０日に別の事件で逮捕され、徳島県警察には９月８日に再逮捕され、２０日間の勾留延長により合計で５２日間留置所に入っていた。その後には保釈で釈放されたが、接見禁止がついており、直ぐにでも会って元気な顔を仲間に見せたいと言うささやかな願いも実現出来ず、信頼する仲間が悪戦苦闘している様子を見ても、助けに行く事も出来ない状況に置かれた。

勿論、自らの信念に基づく行動の結果であり、原告らに対して文句を言う意図はないが、原告らの「子ども救援カンパ」が募金詐欺だと言われても仕方ない不適切な募金活動であった為に、それを糾弾・抗議した善意の市民が多数、このような国家権力による制裁を受けた。又、原告らは募金詐欺と言われても仕方ない不適切な募金活動について、世間や、募金をしてくれた善意の人達、あしなが育英会やこの騒動で奨学金を受けられなくなって進学が叶わなかった遺児等に謝罪をしていない。

原告らにおいても不適切な募金活動とそれに伴う世間に与えた迷惑や被害について反省や謝罪を示していない事から、少なくとも私は謝罪の必要はないと考えている。

「健全な民主主義社会を守るためにも、本件のような行為が繰り返されるようなことはあってはならないし」との主張であるが、「健全な民主主義」とは何か説明を願いたい。

民主主義とは多数決の意見を採用する体制の事である。であるならば「天皇は日本国の象徴であり、日本国民統合の象徴であり、この地位は日本国民の総意に基づく」との日本国憲法第１条に原告らは従うのか？この「天皇」の地位は多数決ですらなく、僅か１名の反対意見すら存在しない。

又、法律で「国旗」「国歌」を制定するまで、「日の丸」「君が代」を否定し、現在でも卒業式や入学式において日教組の教師が不起立や伴奏拒否、斉唱拒否を行っているが、これこそ「健全な民主主義」を否定し、破壊する行為ではないか？

原告らは「健全な民主主義を守る」とか主張するなら、憲法第１条を守り、国旗・国歌に敬意を払ってから主張しないと、何の説得力も整合性もない。

特に「日の丸」について「白い部分はアジアの人達の骨の色、赤い部分はアジアの人達の血の色」と嘯き、子供達に「日の丸はアジアを侵略したシンボル」と思想教育し、国旗に敬意や誇りをもてないようにする行為は、健全な民主主義への破壊行為であるだけでなく、児童虐待でもある。国歌に対しても同様に「アジアを侵略した責任者、天皇を神と称える歌で、軍国主義・覇権主義の賛美だ」などと嘯き、子供達を洗脳している。

子供達は純粋無垢な心を持っているので、疑う事を知らない。そして「先生は嘘をつかない」と信じている。そのような子供達の先生に対する信頼を利用して、疑う事を知らない子供達に思想教育を施す行為は、人間の所業とも思えぬ下劣・卑怯な行為である。

そのような反社会的・非人道的な原告らには法律の庇護を受ける資格すらあると思えない。

原告らは「日の丸」や「君が代」について、強制される事は「思想信条の自由に反する」とか主張して、堂々と「健全な民主主義」を壊そうとしているのに、その原告らが「健全な民主主義を守る為」などと主張する事は法廷を欺く行為であり、法廷を侮辱する行為ですらある。

「司法の場において厳しくその違法性を追求する必要があり、訴訟の提起することとした。」との主張であるが、既に司法の場では違法性は追及され有罪判決が出ている。

被告中曽のみ、「無罪であり、一切の不法行為は無かった」と述べてはいるが。

２　当事者

（1） 被告在特会

これについては、私が述べるよりも、被告在特会に述べてもらった方がより正確だと思われるので私からは特に述べる事はない。

が、「在日朝鮮人を対象とし、拡声器マイクなどを使用して大音量で罵倒し」の部分については私としては否認する。

被告在特会の主催する正規の許可を貰って行う街宣やデモ等を妨害する人間等から、参加者を守る為に必死になって言論で戦う事はあるが、「在日朝鮮人を罵倒する」事などを主たる目的として基本方針としていた事はない。

（2） 被告西村ら個人について

答弁書の冒頭に述べている通りであるので、被告松本に対する私の見解は省略する。

その余は、概ね訴状記載の通りではあるが、被告中曽は「川東と仲間だった事はない」と述べているので、被告中曽と私が互いの主義主張に賛同している関係だったかについては不知である。又、本件は募金詐欺を糾弾すると言う主旨であった事に鑑みれば、詐欺犯であった被告中谷や自ら保険証詐欺をやった事を告白し、「こんなの誰でもやってる」と言う被告中曽が募金詐欺を許せないと言う主義主張に賛同していたとは思えない。

仮に詐欺をやっている人間が、自分の詐欺を棚に上げて他人の詐欺を糾弾したとすれば、「人の事を責める前に、自分を責めろ」と言う話であり、募金詐欺を糾弾する資格など無い。

故に、「互いの主義主張に賛同して行動を共にしている者たちであった」との主張については、正確ではないと述べておきたい。

当時の被告らの役職や肩書きについては認める。

「チーム関西」については、団体として扱うべき側面と団体として扱えない側面を有する形態であったので、「チーム関西とは何か？」については、仲間の中でも捉え方が幅広く存在していた。代表者がいたり、寄付金を募る口座が開設してあったり、公式サイトが運営されていたりとする団体としての側面を有する一方、組織の約款であるとか、会員登録などはなく、郵送物やFAXを送付する宛先なども無かったし、会計報告とかもされておらず、実際にメンバーが誰なのか不明で、およそ団体とは呼べない側面も同時に併せ持つ存在であった。私の個人的な見解だと「チーム関西と呼ばれた運動形態」と捉えている。

尚、チーム関西のサイトでカレンダーが設置されており、このカレンダーへの投稿にはパスワードが必要で、そのパスワードを知らされていた人間は、カレンダーへの投稿が可能であり、パスワードを知らされカレンダーに投稿する正当な権利を持つ者はチーム関西のメンバーではないかと思う。

全ての被告らの内では、私、被告西村、被告荒巻、被告中谷、被告中曽、被告松本、被告中野、被告宮井はカレンダーのパスワードを知っていたものと思われる。

尚、カレンダーのパスワードを知っている人間であっても、「チーム関西」と言う運動形態に対して嫌悪感を持つ者もいたようであり、中には「チーム関西と呼ばれたくない」「チーム関西の一員と思われたくない」と言う人間もいた。

世間から見たら「チーム関西のメンバー」と思われていても、当人は「チーム関西なんて大嫌い」と言うような状況すらあったようである。

そのような前提を理解して頂いた上で、私は訴状記載の通り「チーム関西の四天王」と呼ばれていた事は認める。

私自身は、被告在特会の幹事であったり、執行役員であったので、チーム関西においても発言力を持つ事は、好ましくないと考え、自身の立ち位置は被告在特会にあり、チーム関西ではないとする姿勢を持ち、極力、チーム関西に対して距離を保っていた。

今は友好な関係であっても、将来的に被告在特会とチーム関西の関係が険悪なものにならない保障はなく、利害が反する関係になった際に私が被告在特会とチーム関西の双方の重役（？）に就いているのは整合性がなくなるとの危惧によるものであった。

実際に私は被告在特会の執行役員として、チーム関西に対して時には「それはおかしい」と批判を発した事もある。そのような事が出来る背景は私がチーム関西においては責任ある立場の人間ではなかったからである。

念の為に付け加えるが、私は「チーム関西」が嫌いな訳ではない。

私は「チーム関西」と共に行動したし、「チーム関西」にお世話にもなったし、何よりも祖国日本を守る為に行動する愛国者の仲間であった。

（3） 被害者原告らについて

「原告組合は徳島県の教職員の労働組合、日本教職員組合の下部組織である」「原告富田は、本件当時、原告組合の書記長を務め」については認める。

「平成２２年６月開催予定の原告組合定期大会の議案書作成という原告組合業務に従事していた。」については不知である。

３　共同不法行為①
本件については、既に述べた通りであるが、１階の受付で原告らの事務所を案内して貰い、被告西村の正当な目的を有する訪問であった。同時に国会議員の質問や新聞報道にて「子ども救援カンパ」が募金詐欺ではないかとの指摘があり、拉致犯罪組織への（間接的な）支援を行った事に対する抗議感情もあったので、原告らに直接、抗議、苦情を申し入れる、またとない機会となった事から、本件の参加者はそれぞれに抗議や苦情を申し入れる形になった。

しかし、そのような事態を招いたのは募金詐欺と言われても仕方のない不適切な募金であった「子ども救援カンパ」に大きな原因があり、拉致事件の一日も早い解決を求める多くの日本国民の感情を踏み躙る朝鮮学校への寄付金、更には一般市民からの質問に回答しなかった原告らの不適切な対応に大きな原因がある。そもそも、道義的、社会的に原告らには「子ども救援カンパ」が募金詐欺でないのなら、早急に誤解を解消し、潔癖を証明する責任があった。既に述べた通り、この事によってあしなが育英会への寄付金が激減し、奨学金を貰えなくなって進学を諦めた遺児まで出ていたのであるから当然である。

にも関わらず、被告西村が早急な解決を目指して出した質問メールに回答しなかった原告らの怠慢、不誠実な対応によって、本件の被告西村の直接の訪問に繋がったと私は考えている。

そして、既に述べた通りであるが、国会議員の質問や翌日の新聞報道で大きく報じられた「子ども救援カンパ」の募金詐欺疑惑によって、世間の反響も大きく、その説明や苦情等への応対などは組合業務の一環であるので、原告らには本件においても、正当な訪問に対して応対するのは当然であったし、本件は組合業務の職務の範囲内のものであったと考える。

又、本件の行われていた時間は１５分程のものであり、著しく原告らの業務を不当に妨害する程度のものとは認められない。

そして本件の訪問は組合業務の時間であり、原告富田の私生活の時間に訪問した訳ではなく、原告富田の私生活の平穏を侵害する意図はなかった。

私について言えば、原告富田の個人に対しては何も発言したりしておらず、原告富田の名誉を毀損した事実はない。

（1） 事前共謀

被告西村についての記述については、私が述べるよりも、被告西村に述べてもらった方がより正確だと思われるので私からは特に述べる事はない。

ただし、「状況次第では組合事務所に多人数で乱入することも辞さず」については間違いであると考える。何故なら、告知を出して一般参加者を募る活動であり、それまでの経験則で言えば必ず現地の警察官が配置されている事が予測されていた。

なので、事前の企画段階で建物内に入る事まで予定や想定していたとは思えない。

詐欺の被告２名が自己のブログで告知していた事については不知である。

（2） 現場共謀について

本件では１９名が建造物侵入等で書類送検されているが、その日に初めて顔を合わせたと言う関係の人間も少なからず含まれ、又、市民運動では、参加者の政治思想や信条なども人それぞれであるので、結果的に１９名が原告の事務所に訪問する形にはなったが、原告の事務所への訪問については、１９名のそれぞれの意思や見解があるはずである。

原告らの承諾を受けて、原告の事務所内に入れてもらい、代表者数名が穏便に話し合うのではないかと考えて建物内について来た参加者もいたかもしれず、現場共謀に関しては必ずしも成立していなかったのではないかと考える。

尚、私について言えば、「状況次第では組合事務所に多人数で乱入することも辞さず、組合職員を対象にして、口汚く罵って怒号し、誹謗中傷することを計画した」とされる計画を現場で実行していない。

（3） 共同不法行為①

被告西村の事務所への立入りは、正当な目的、理由を持った訪問であったと考える。

事務所の中が狭い事は、私達（本件活動に参加した被告らと訴外の参加者ら１９名を含めて言う時は「私達」と言う。）の責任ではない。しかしながら、狭いながらも私達は工夫しながら事務所内の空いているスペースに並ぶようにして入らせて頂いた。

最終的には駆けつけた警察官も含めて３０人近くの人間が入る事が出来た事を考えると、ある程度の空間は確保されていたと思われる。

その時に原告富田がどのような職務に従事していたかは不知である。

「原告富田を取り囲み」との主張には反論がある。事務所内の机等の配置によって、通路部分の幅が狭かったので、人が1人立ってしまったら、それで通路を塞ぐ形になってしまったものであり、私達が意図的に通路を塞いだ訳ではない。

当然、事務所内の机や機材等をどのように配置するかは原告らの勝手で私達が文句を言う筋合いではないが。

尚、先述しているが、本件訪問時に原告富田が逃げようとする素振りは一切無かった。もしもそのような素振りがあれば、私達は原告富田の移動を制限する事はない。

原告富田は事務所からいつでも自由に出入りする事が可能であったし、当然、自由に外部と連絡する事も可能であった。尚、原告富田が１１０番通報している電話を切られているが、その通話は原告富田の伝えたい事をほぼ伝え終わっていたようであったし、実際にその１１０番通報に基づいて徳島県警察が現地にやって来ている。

被告中谷の行動については、私が勝手に想像で見解を述べる事は出来ないが、当時、私の判断として１１０番通報なら、もう、必要な事は伝え終わっているようだし、それなら、しばらくしたら警察官が来るだろうから、もう、１１０番通報の通話を繋げたままでいる必要性は高くなく、それよりも、「子ども救援カンパ」の募金詐欺疑惑と言うもっと重要性の高い案件について、説明責任を果たして貰わないといけなかったので、そのような観点から「人と話をする時は電話を切りなさい」と言う被告中谷の主張に賛同をしていた。

実力行使で受話器を取り上げて、通話を切断する行為の全てを良い行為、正当な行為と言うつもりはないが、上記の理由により「もっと大事な事の為」に多少は止むを得なかった行為であると考えている。

被告中谷の行為については、本件の際に被告在特会の執行役員である副会長であった私が注意をしなかったのであるから、被告中谷の責任は最終的には私に監督責任がある。

だが、私は被告中谷の上記行為については、「よくやった」「あれ位やっても良い」と考えている。但し、その後に被告中谷には「あんまり無茶はしたらあかんで」と注意はしている。

それに付け加えて述べるが、本件の際、私は原告富田の様子は良く観察していた。

理由は女性だったからである。

詐欺師の２名を除く私達は、自分より強い相手ならいくらでも遠慮なく向かって行くが、自分よりも弱い者に対して向かって行っては、「弱い者いじめ」に見られてしまう為、本件では相手が女性だった為にその匙加減に特に注意を払っていた。

原告富田を見る限り、逃げ出したいと思っているような素振りは全く感じられず、実際に逃げ出そうとする素振りは無かったし、そのような意思を主張する事もなかった。

そして、被告西村とは会話が成立しており、原告富田が被告西村の訪問に対応して受け答えをしている状況があったので、特に大きな問題があると判断しなかった。

確かに、被告西村以外の他の被告や参加者が、抗議の声を挙げる状況もあったが、それについても現場責任者であった被告西村が、そのような参加者に対して、制止する指示等を適切に出していたので、私としては、特に大きな問題はないと判断した。

但し、状況次第では大変な事態、つまり犯罪行為として逮捕者を出すような最悪の事態になってしまいかねない危険な状態になっているとも感じていた。

私自身は、「ここで、私も被告西村や被告荒巻と同じように激しく怒りを表に出して、抗議、糾弾の声を挙げると、他の参加者も更に抗議、糾弾行動が過剰に激しくなる」との危険を感じたので、私は黙っているべきだと判断した。

そして、特に原告富田の様子と、行動全体の状況把握に努め、状況次第では私の判断、権限において、行動の制止、参加者の退去等を指示しなければならないと思っていた。

そして、警察官が到着し、警察官が来た事によって、不測の事態が起きる危険性が一気に減少した為に、その後は気を緩めて、現場責任者の判断・指示を優先させる事にした。

最後に音量であるが、拡声器を持っていたのは私であり、事務所内での音量については、普段使用している際の音量では、ハウリングを起こす状況であったので、ハウリングが起きないように普段よりは小さい音量に設定した。

何も原告富田が仕事に集中している際に、こっそりと背後から近づいて、突然、拡声器で抗議の声を挙げた訳でもなく、多少は大きな音であったかもしれないが、大きな音が暴行と言うのなら参加者も、その音の中にいた訳であるが、誰も暴行を受けたと言っていない。

又、参加者による不測の行動も可能性が無い訳ではなく、咄嗟の際に「やめろ」と適切に制止・注意を行う為には、拡声器は必要である。

そして、本件の行われていた時間は１５分程であり、決して長時間に亘って拡声器を使用し続けたと言うものでもないと考えている。

結果として判断は誤りだったのだろうが、当時の私の判断としては、一般社会通念上、ギリギリ許される範囲に収まっていると判断したものである。

ア～ケの各被告について

私以外の各被告についての記述については、私が述べるよりも、それぞれの各被告に述べてもらった方がより正確だと思われるので私からは極力述べない事にしたい。

「キ　被告川東」として記述されている全文は「被告川東は､被告在特会副会長として､組合事務所奥まで入り、日章旗を掲げ、拡声器を下げ、被告らの怒号に加勢した。副会長でありながら、被告在持会会員の過激な行動を全く制止する様子などなかった。」である。

本件当時、被告在特会の執行役員である副会長であったのは認める。

日章旗を掲げていたのも認めるが、日章旗は我が國の国旗であり、平和を希求する我が國の象徴であり、それは平和の象徴ですらある。北朝鮮や韓国は軍隊を保有し、徴兵制があって、国民に人殺しの訓練を強制する反平和の国であり、実際に韓国と北朝鮮は未だに朝鮮戦争を続けているし、支那はチベットや東トルキスタン、南モンゴル、ウイグル等で少数民族を虐殺する民族浄化を現在でも行い、東トルキスタンでは４６回も核兵器を使用して１９万人も虐殺した殺戮国家である。そのような反平和主義の国家に囲まれた中において世界一平和で、世界一平和を希求する日本の国旗「日章旗」があった事は、原告富田に対して心の平穏と安寧を与えるものであったはずである。

拡声器を持っていたのも認める。

被告らの怒号には加勢していない。シュプレヒコールの際に同調して声を出したかもしれないが、これについては怒号ではなく、正当な抗議の声であり、「子ども救援カンパ」の募金詐欺疑惑、募金詐欺報道によって怒っている国民の怒りの声を挙げただけのものであり、一般社会通念上、許容される範囲での言論・表現活動である。

「制止する様子などなかった」との主張について、私の意見を述べておく。

積極的に「止めろ」等の指示・命令を出して制止する等は行っていないが、私が黙って何も言わずに立っている事により、参加者によって大なり小なりの差はあっても、制止の方向に向かう意思を発し、伝えていたものと考えている。

結果的に、逮捕者をだす犯罪行為となり、有罪判決を受ける事態になったのは事実なので、私には「やめろ」と制止する注意義務があったと思われるが、私は私なりに行動全体に対して制止に向かう方向への態度を取っていた。

（4） 小括

「覚醒剤の使用をしているとの虚偽の事実を摘示され名誉を毀損された」との主張については、争いたい。

一般社会通念上、あの動画を視聴した視聴者が、本当に原告富田が覚醒剤を使用していると信じてしまうとは思えない。

真実と信じてしまうに足る相当な事実の摘示には当たらないと反論する。

例えば、「川東、おまえ水中でエラ呼吸してたやろ」と誰かが言ったとしても名誉毀損にならない、何故なら、誰もそんな事を信じないからである。

その他の主張については、既に同じような記述に対して、認否、反論を述べているので省略する。

４　共同不法行為②
本件の予定は、徳島県教組へ対する抗議活動、それに付け加えて被告西村による抗議文の投函もしくは手渡しであったのではないかと考える。

実際に当日は、街宣の準備を整えてから、街宣を始めている。

突然の訪問となったのは、建物の窓から私達の抗議活動に向けて、手を払う仕草を行う人影が見えた、いわゆる「シッ、シッ」の仕草であるが、このような行為が見えたとの理由であったように聞いた。

「子ども救援カンパ」の募金詐欺を抗議、糾弾に来ている時に、その詐欺行為に対する説明や謝罪もなく、平日に時間の調整を行って義憤に基づいて関西圏からやって来た私達に対して「お前ら、とっとと帰れ」と受け取れるような無礼な行為があった為と、そして、現地の警察官がいなかった事で、訪問を妨害される事がない状態にあり、その為に街宣を一時中断する形で原告らの事務所を訪問する事になったと考えている。

尚、そのような人影や、手を払う仕草の行為があったのか、なかったのか、仮にあったとしてそれが誰の行為なのかについては、真偽は分からない。

つまり、本件の後に街宣を再開するのは、本来の行動に戻るものである。

尚、私も本件の後の街宣ではマイクを持って演説をしているが、原告富田の個人名は一言も発していないし、その内容は日教組が「日の丸は白い部分はアジアの人達の骨の色、赤い部分はアジアの人達の血の色」と子供達に教えている反日思想・反社会的集団である事を糾弾する内容であり、私は原告富田を怒号して糾弾していない。

私生活の平穏を侵害したについては、既に【３共同不法行為①】への答弁にて見解の述べているので省略する。

近隣住民に聞こえよがしにとの主張に対しては、そもそも街宣活動とは仲間内の集会ではなく、多くの市民に周知するのが目的であるから、当然、周辺の人達へ向けて拡声器を使って演説するのは当然である。しかしながら、徳島県教育会館前には人通りは殆どなく、住宅も殆どなく、私達の街宣を聞いた住民の人は殆どいないと思われる。怒号したとの主張であるが、私は怒号していない。又、被告松本も怒号していない。「子ども救援カンパ」と言う募金詐欺に対して怒ってはいたが、だからといって、怒って大声をあげるような行為はしていない。

被告中曽についての記述については、私が述べるよりも、被告中曽に述べてもらった方がより正確だと思われるので私からは特に述べる事はない。

共同不法行為①の恐怖との主張については、私としては、特に原告富田の様子を注意深く見ていたとの自負もあるが、恐怖に晒されていたと伺わせるような素振りを感じ取れなかった。被告西村との会話でもしっかりとした口調で受け答えを行い。声が震えているであるとか、血の気が引いて真っ青な顔をしていたとか、足が震えてガタガタしていたであるとか、悲鳴を上げてしゃがみ込むとか、原告富田が怯えていると思わせるような一切の仕草や様子がなかった。そして、原告富田からもそのような訴えも主張も意思の表明もなかった。

そして、「子ども救援カンパ」の募金詐欺について、原告らが説明なり、謝罪なりを早急にしないのであれば、いつまでもあしなが育英会までもが詐欺行為のとばっちりを受け続ける状況が続く事になりかねず、必要に応じて再度の抗議活動を予告するのは当然であったと考える。日本国憲法第２１条で認められた「言論の自由」を行使する事は国民の権利である。

それは、あくまでも募金詐欺を糾弾する正義の為の言論活動であり、原告富田個人を攻撃するものではない。但し、原告富田は徳島県教組の書記長であったので、当然であるが、「子ども救援カンパ」の募金活動で集めたお金の一部を朝鮮学校に寄付した事について、寄付をした人間や報道等で募金詐欺疑惑を知って、「どういう事だ？」と疑問を呈する人達に対して、誠実に説明責任を果たす義務があり、その説明責任を果たさなければ、原告富田にも「きちんと答えなさい」との抗議は行う事にはなるが、それは私達の不法行為にはならない。

それを原告富田が「耐えがたい強迫観念」に感じたとしても、その根本原因は原告らの説明責任を果たさない怠慢にある。

従って、詐欺の被告２名を除く私達は原告富田の私生活の平穏を侵害していないし、侵害する意思もない、仮に若干の侵害があったとしても、その原因は原告らにある。

５　共同不法行為③

（1） 事前共謀

原告らの刑事告訴に腹を立てたとかの下らない理由で街宣をする事はない。

原告らの刑事告訴を受けて、平成２２年４月２７日に記者会見を開いたもとの思われるが、その記者会見についての企画等は被告西村がしたものであった。

私もその記者会見の席に座り、その日は徳島で宿泊し翌日の２８日に被告在特会の京都支部主催による街宣に加わった。

その街宣において、私は怒号していない。又、被告松本も怒号していない。

原告富田を誹謗中傷する事が目的の街宣であったとは思えない。勿論、企画した被告西村にその真意を聞かないと分からない事ではあるが、そのような下らない理由で街宣をする事はない。

あくまでも街宣の目的は「子ども救援カンパ」の募金詐欺の糾弾であって、一日も早く募金詐欺を認め、謝罪し、説明責任を果たし、あしなが育英会への共犯等の疑いを晴らし、早急にあしなが育英会の信頼回復を望み、企画したと私は考えている。

（2） 現場共謀について

市民運動では、参加者の政治思想や信条などは人それぞれであるので、当該街宣活動の参加者には個々に色々な意思や見解があるはずである。

しかしながら、少なからずの参加者の目的は「子ども救援カンパ」の募金詐欺糾弾であったと私は考えている。又、私は募金詐欺の糾弾を目的に当該街宣活動に加わっている。

日本人拉致事件の犯人である北朝鮮や、その実行組織である朝鮮総連への間接的な支援となる朝鮮学校への寄付への糾弾も目的であった。

すなわち、私は原告らの主張するような意図では当該街宣活動に加わっていない。

原告富田を口汚く罵って誹謗中傷するような計画に加わった事も共謀した事も、又、そのような事を実行した事もない。被告松本も同様だと確信する。

（3） 共同不法行為③

当該街宣活動は、日本国憲法第２１条に基づく言論活動、表現活動であり、不法行為ではなく、事前に参加者がどのような主張を述べるか等の調整も把握も指示等もなく、基本的にはマイクを持つ順番すらも事前に決めている事は皆無である。当然、マイクを持つ人間が何を主張するかも、事前に把握していないし、演説する人の自由であり、何を言っても、余程見当違いの事を述べない限り、演説者の自由にさせている。

よって、共謀と言えるような実態はない、ある意味で、当該街宣活動に共謀があったとする主張は買い被りである。恥を晒すようだが、場合によっては、活動の参加者同士であっても互いにいがみ合っている関係の人間がいたりする事も珍しくないのが市民運動である。

そして、当該街宣活動において私は原告富田に対して個人攻撃に当たるような事は演説しておらず、原告富田に対して脅迫を与えるような行為をしていない。

【４共同不法行為②】への答弁で述べた通り、「子ども救援カンパ」の募金詐欺疑惑への説明や謝罪等がなく、原告らの不適切な募金活動やその後の怠慢に大きな原因があって抗議活動が企画されるのであり、それは憲法で保障された言論活動、表現活動の範囲で行われるものであり、不法な行為ではない。

PTSDと診断されたとの主張については不知であるが、争いたい。

PTSDと診断された場合であっても、その原因の特定は容易ではなく、原因が明確に特定される事は少ない。

尚、被告岡本、被告中野、被告宮井についての記述については、私が述べるよりも、各被告らに述べてもらった方がより正確だと思われるので私からは特に述べる事はない。

６　被告在特会の使用者責任

（1） 使用者である

「被告在特会と被告西村ら個人の使用関係は、使用者責任の根拠である危険責任、報償責任の原理から認められる。」との主張であるが、この主張に対しては被告在特会による答弁がより正確であると思われるので、私からは特に述べない事にする。

以下、私の個人的な意見のみ述べる。

ア　危険責任

「被告西村は、本件以前の京都朝鮮学校の事件において侮辱罪や威力業務妨害罪を犯しており、被告在特会は、このような被告西村を中心とする関西圈の会員らの危険な行動を当然に予見できる状況であった。」との主張であるが反論する。

京都朝鮮学校の事件は、京都朝鮮学校が勧進橋児童公園を不法占拠しており、サッカーゴールや朝礼台を設置し、更にはいつ漏電事故が発生して子供達が感電死してもおかしくない危険な放送設備を設置していた。

そして、この事件では朝鮮学校の校長が都市公園法違反で有罪判決を受けている。

この勧進橋児童公園の不法占拠から、近隣住民の生命・財産を守る為、そして安全な生活を取り戻す為に被告在特会を始めとする市民団体が改善に取り組み、平成２１年１１月に京都の朝鮮総連に対して「今月中に勧進橋児童公園に不法設置している危険物を撤去するように」と申し入れていた。

しかしながら、この申し入れを朝鮮学校側が聞き入れる事はなく、このまま放置すれば、サッカーゴールが転倒し子供が下敷きになって死亡するとか、漏電事故が発生して子供が感電して死亡するような事故が発生してしまうと危惧し、止むを得ず、地球よりも重い人の命を守る為に勧進橋児童公園の危険を取り除く必要が生じたものである。

更には、この事件は平和的に解決を求める被告在特会側の要請に対して、朝鮮学校側が拒否した為に起きた事件である。被告西村が「違法設置物を運んであげる。門を開けてくれたら、日当を払った人夫が運んであげる。」と親切にそして、平和的に勧進橋児童公園を安全な公園にしようとしたにも関わらず、朝鮮学校が危険な違法設置物の撤去を拒み、致死性の高い危険な設置物を存続させ、或いは、その危険な設置物で罪の無い善良な市民や子供を殺傷しようとした為に、危険回避の為に止むを得ず、危険物の撤去の必要に駆られたものである。

それに加え、当日は京都市の緑地管理課より勧進橋児童公園での集会の許可を取っており、被告在特会を含む市民団体は勧進橋児童公園にて、集会を行う計画であった。

いざ、集会を行おうとした所、集会の参加者に危険を及ぼす可能性のある違法設置物を発見し、その違法設置物の所有者と思われる朝鮮学校に対して「違法設置物を朝鮮学校の敷地内に運んであげる」と親切にも申し入れしたにも関わらず、拒否された為、集会の参加者の安全の為に、危険の除去の必要が生じたものである。

このような事情に鑑み、違法性が阻却される事由があったので、本当は無罪であったが、何故か誤審して有罪判決が出たものである。

京都の事件は何も危険な行動はしておらず、むしろ、危険な状態を安全な状態にした行動である。実際に京都の事件の後は違法設置物が取り除かれ、死者は出ていないし、その後に整備されて現在では非常に美しく安全・平和な公園となって近隣住民が毎日、勧進橋児童公園で心の安寧を享受し、国の宝である子供達の笑顔と笑い声が溢れる本当の児童公園として生まれ変わっている。

この朝鮮学校の校長は平成２２年９月９日に都市公園法違反で京都簡裁から罰金刑を受けて有罪が確定している。

しかし、都市公園法違反の犯罪を犯していた朝鮮学校が、勧進橋児童公園を取り返された事に腹を立てて、被告在特会を始めとする市民団体や参加者を刑事告訴し、翌年の平成２２年８月１０日に被告西村、被告荒巻、私等が逮捕された。

本件は平成２２年４月１４日であり、京都の事件で逮捕される前の案件であるので、推定無罪の原則に従い、本件の時点では被告西村も被告西村を中心とした関西圏の会員も何ら犯罪者でもなかった訳であるから、本来であれば、「危険な行為」すらした事はないが、被告在特会が「危険な行動を当然に予見できる状況であった。」とは言えないと考える。

又、原告らの日教組は、子供達を様々な危険から守り、幸せに暮らし、立派な人間に育って欲しいと考えないのであろうか？

朝鮮学校が勧進橋児童公園に危険物を不法設置して公園で遊ぼうとする子供達に危険を及ぼすような状況にした事に対して、我々と同様に許せないと思わないのが不思議でならない。

近隣の子供が勧進橋児童公園で遊ぼうとすると、朝鮮学校側から「体育の授業をするから邪魔だ、出て行け」と排除される等の差別も起きていたが、原告らの日教組は勧進橋児童公園の近隣の児童や子供達が児童公園で遊びたいというささやかな楽しみを奪われて、悲しみに打ちひしがれて泣いている事を許せないと思わないのも不思議で理解出来ない。

日本の子供が危険な目に遭わされて、悲しい思いを強いられても平気で、その卑劣な児童虐待や児童虐待を行う朝鮮学校を支持し、応援し、或いは協力している。

このような危険且つ反社会的な原告らの主張する「危険な行動」とは、具体的にどのような行動の事なのかも理解出来ない。

原告らは「日本の子供を守ろうとする行動がそもそも自分達にとっては危険な行動」と主張しているようにも思える。

「被告川東が被告在持会副会長として帯同していたことからしても、執行役員たる被告川東が、京都支部運営被告西村、あるいは被告ら会員を直接指揮監督する関係にもあった。被告在特会はまさに共同不法行為が行われているその瞬間も被告西村らを指揮監督下においていたのである。」との主張に対しては「共同不法行為が行われている」とする部分以外は同意する。

イ　報償責任

ここの主張に対しては被告在特会による答弁がより正確であると思われるので、私からは特に述べない事にする。

ウ　小括
ここの主張に対しては被告在特会による答弁がより正確であると思われるので、私からは特に述べない事にする。

（2） 事業の執行に付き

ここの主張に対しては被告在特会による答弁がより正確であると思われるので、私からは特に述べない事にする。

以下、私の個人的な意見のみ述べる。

朝鮮人を非難する事が被告在特会の事業に沿うとは考えていない。

被告在特会は「朝鮮人の横暴」を非難するものであり、入管特例法の廃止に賛同する人間であれば、朝鮮人でも仲間として共に行動をしている。

又、拉致事件や日本の上空を通過するミサイルの発射等の犯罪行為を見れば明らかなように日本人全体を攻撃をしているのは朝鮮人の方であり、攻撃を受けた側が身を守る為に防御するのは当然である。故に厳密には「朝鮮人を攻撃する」ではなく、「朝鮮人の攻撃に反撃する」と言うのがより正確な表現だと考える。

私も被告在特会も「やられたら、やり返す」と公言している。

７　損害（訴状では「６」となっているが、「６」が２つあるので、「７」と記載する）

（1） 原告組合の損害

ア　有形損害

既に述べている事であるが、本件の原因は原告らにこそあるものである。

「子ども救援カンパ」を巡って、国会議員が国会で「募金詐欺ではないか？」との質問を行い、翌日に産経新聞にて報道された。

一般市民であれば、国会議員が国会で質問をするのだから、それ相応の信用のおける証拠を把握した上での質問だと信じるのは当然である。

更に大手の新聞社が記事にして報道したのであるから、尚更、「子ども救援カンパ」が募金詐欺であったと信じてしまっても当然である。

いわゆる「真実相当性」が認められる。

実際に、国会議員の質問に対して、質問を受けた民主党の議員からの回答は現在でも出されていない。

そして、このような募金詐欺報道の原因は、「子ども救援カンパ」が不適切な募金活動であったからである。

そして、この募金詐欺報道によって、あしなが育英会への寄付金も激減し、その為に本来であれば奨学金を受け取って進学出来た遺児が、進学を諦めなくてはならないような被害まで出ていた。

又、街頭に立って募金活動に参加した子供達も、「何らかの事情で親を亡くし、その為に高校に進学出来ないようになった自分と同じような歳の子供達が、何とか高校に進学出来るように自分達も何か協力したい」と思って参加したのである。参加した子供達は、塾に通って勉強する時間を割いたり、友達と遊びに行きたいのを我慢して募金活動に参加したのである。

その募金活動で集まったお金の内、約６割の１億円が、上部組織の日本労働組合総連合会（以下「連合」と言う。）に収められ、そこから日教組に助成金として３７５０万円が交付され、更にそこから１５０万円が四国の朝鮮学校に寄付されたものであるが、「子ども救援カンパ」の募金活動に参加した子供達にすれば、北朝鮮に拉致された同胞・仲間が日本に帰って来れなくなるような使われ方をされた訳であるから、善意の気持ちで募金活動に参加した子供達の気持ちを踏み躙る行為でもあった。

拉致事件は、北朝鮮と言う国家（厳密には地域）が現状のまま、金一族が支配する金王朝である限り、解決は非常に困難なものである。

この解決の為には、金一族による金王朝の崩壊が必要であるのは誰もが分かっている事である。

にも関わらず、間接的に拉致をした犯罪組織である朝鮮総連や、北朝鮮への資金援助を行い、北朝鮮の延命に協力した訳であるから、明らかに拉致被害者の救出の妨げとなる行為である。

このような事情の下に本件は起きたのであり、原告の徳島県教職員組合には、この「子ども救援カンパ」を巡る募金詐欺疑惑への対応、具体的には問い合わせの電話への対応とか、抗議のメールへの回答であるとか、事務所を訪問して報道に関する質問をする来訪者への対応とかは、原告の業務の一環である。

これも、既に述べているが、被告西村の送信したメールへの回答をしなかったという原告らの職務怠慢によって、当日、直接訪問して、募金詐欺疑惑への質問の回答を聞く事になったものであり、正当な理由のある訪問であった。原告らは我々の正当な訪問を「業務を妨害」「攻撃」と表現しているが、誤りである。

実際に、原告富田と被告西村は会話をしており、被告西村が一方的に罵声を浴びせていた訳でもないし、原告富田の様子も私が注意深く見ていたが、怯えている素振りも、逃げ出したいような素振りも僅かも感じる事はなく、実際に原告富田より「出て行って下さい」とも「助けて」とも要求される事はなかった。

以上の理由により、原告が「今後も攻撃があるかもしれない」と予想したのは、原告の誤った認識による所が大きく、被告松本を含む我々に責任があるとは言えない。仮に責任があったとしても僅かである。

原告らが、不適切な「子ども救援カンパ」について、道義的観点からも、きちんとした説明責任を果たせば、本件のような事は起きていないし、我々も本件のような抗議活動を行う必要もなかったのである。

よって、必ずしも防犯対策として電子錠システムやドアホン機能の取付は必要であったとは言えず、そのような取付が余儀なくされてもいない。

よって、取付費用の請求に対しては、被告松本を含む我々には支払いの義務がない、若しくはあっても軽微であると主張する。

イ　無形損害

原告は労働組合と主張しているが、あきらかに政治的に中立ではなく、特定の政治政党を支持し、国旗・国歌を公然と否定する組織である。

あくまでも、教職員の労働者としての権利を守る為に活動する範囲内においては、法律に則り保護を受けて然るべきである。

しかし、日教組は国旗・国歌を否定するような反社会的な政治活動を行い、日本国憲法第１条の天皇を否定するような極めて反社会的な組織である。そもそも公務員の政治活動を禁じる地方公務員法に違反している組織でもあり、これは単に違法と言うだけでなく、子供達に対して反社会的な思想を教育する極めて悪質かつ卑劣な違法組織である。

現職の国会議員である訴外中山成彬参議院議員が、国土交通大臣を務めていた際に「日教組は日本の癌」と批判するほどである。

このような反社会的な政治的イデオロギーに染まって、本来求められる公務員の政治的中立を放棄し、子供達を反日思想に教育しようとする組織に法の保護を受ける資格はない。

但し、私立学校の教師に限れば、道義的には許し難いが、「日の丸が嫌いだから掲揚したくない」「君が代は、天皇を神と称える歌で、侵略戦争を美化する歌だから伴奏しないし、斉唱しない」と言う思想を持つ人間がいても止む無しとも言える。

但し、それでも、あくまで個人の思想信条として持つ事のみが許されるのであって、その思想信条を子供に洗脳教育する事は、当然だが許されるものではない。

例えば、ある教師が「私は愛知県民は嫌い」と言う考え方を持っていたとして、その考え方を持つ事は、その教師の思想信条の自由であるが、教え子に「愛知県民はろくな人間がいない」と教える事は許されない。

以上の理由により、日教組や原告の徳島県教職員組合は、保護すべき程度の低い組織であると反論したい。よって「この妨害に対する無形損害の金額は高くなるのは当然である。」との主張も認めない。

「さらに、被告らの襲撃は、動機も身勝手で、その襲撃方法も極めて悪質なものであるから、被侵害利益の侵害の程度も著しく無形損害の金額はますます高くなる。」との主張にも既に述べている通りだが、襲撃ではなく、正当な訪問であり、動機には正義があり、本件において、多少の不適切な行為があったものの、それは原告らの不適切な「子ども救援カンパ」の募金詐欺行為に鑑み、原告らの業務の一環として受忍する限度を超えたものと言えず、若しくは、受忍限度を超えていたとしても僅かなものであり、無形損害の金額がますます高くなるのと主張は認めない。

「そして、現在になっても被告らは謝罪もせず、同様の行為を繰り返している者すらおり、これも無形損害の金額を高くする一要素である。」との主張であるが、これも既に【１概要－（３）民事訴訟の提訴について】への答弁で述べている通りである。

尚、同様の行為との主張であるが、この本件の事件や、朝鮮学校での事件により逮捕者を出し、起訴されて刑事裁判を争う事になり、被告在特会や被告在特会の会員、ならびに支援者や賛同者に多大な心配・迷惑をかける事となった。そして、弁護士費用も高額なものとなり、それらの多くは全国からの善意の寄付金で賄って頂いた。その事により、特に被告西村、被告荒巻、私、訴外中谷辰一郎は、その後に運動のあり方に対して総括を行い、それぞれに、反省点を踏まえた上で改善すべき点は改善し、新たに護国活動を再開している。尚、被告中谷については、「同様の行為を繰り返している者」に該当するのではないかと問われれば、否定しない。

無形損害として５００万円を下らないとの主張であるが、以上の理由により認めない、もしくは、認められるにしても軽微である。

ウ　弁護士費用

弁護士費用相当額５０万円の被害については、不知であるが、争いたい。

主に【７損害－（１）原告組合の損害－ア有形損害】への答弁と同じ主張であるが、これまでの答弁で、私の主張は述べているので省略する。

（2） 原告富田の損害

ア　名誉毀損の損害

覚醒剤を使用しているとの虚偽の事実を摘示され、社会的評価が下がったとの主張に対しては、【３共同不法行為①－（４）小括】への答弁で述べている通りである。

一般社会通念上、本件の動画を視聴した人間に対して、原告富田が本当に覚醒剤を使用していると誤解を与えるとは考え難い。

それと「動画の内容は本当なのか」との質問を受けたとあるが、その質問の主旨は「本当に覚醒剤を使用しているのか？」ではなく、「僕達と同じ日本人が拉致されて、３０年以上も日本に帰って来れないで、お母さんやお父さんと会えないで、辛く悲しい思いをしているのに、僕達が協力した募金活動で集まった募金を拉致被害者の奪還の妨げになる用途に使い、そして、拉致を行った犯罪組織への支援に使ったのは本当ですか？」との事ではないかと推察する。

イ　私生活の平穏
【３共同不法行為①】への答弁等で既に述べている通りであり、原告富田が原告徳島県教職員組合の書記長を務めていたが故に、我々は原告富田に対して「子ども救援カンパ」への質問を行い、回答を求めたものであり、個人の原告富田に対して糾弾を行ったものではない。

そして、我々は個人としての原告富田の私生活の平穏を侵害する意図はない。

但し、「原告富田に暴行を加える者すらいた」とされる被告中谷の行為については、私が述べるよりも、被告中谷に述べてもらった方がより正確だと思われるので私からは特に述べる事はない。

又、共同不法行為②における「また、来るぞ」は、原告徳島県教職員組合に対して発言したものと考えられ、具体的には原告徳島県教職員組合の事務所がある徳島県教育会館の前に来て、街宣活動を行う事を示唆するものと考えるのが相当であり、原告富田の私生活の時間に対して何かする事を示唆するものではない。

よって、共同不法行為②によって、原告富田の私生活の平穏は侵害されたの主張は認めない。

共同不法行為③における「また、来るぞ」「家を探しに行くぞ」等の発言では、確かに原告富田に対して、いわゆる「自宅街宣」を想起させるものであると思われるが、私の意見を述べておきたい。

街宣活動自体は、日本国憲法第２１条によって認められた国民の権利の行使である。

勿論、言論や表現の自由を悪用し、名誉毀損、侮辱、脅迫等の違法行為、不法行為を行ってはならないが、正当な範囲での言論活動は合法である。

自宅街宣自体が、無条件で即、違法行為、不法行為となるものではなく、正当な理由があれば、国民の権利として認められている。

共同不法行為③における、自宅街宣を予告するような発言の意図は、発言した被告中野●（以下「被告中野」と言う。）による説明が一番正確だと思われが、私の見解としては、憲法で認められた言論の自由の権利に基づいて、合法的な手続きに則って、必要な道路使用許可等の届け出を行って、各種の関係する法令や条例を遵守した上で、原告富田の自宅に対して街宣を行おうとしたものと考えている。

当然であるが、近隣に学校や病院、老人ホーム等があれば、街宣活動を行う事はなかったと考える。だからこそ、原告富田の自宅周辺は拡声器を使用した街宣活動を行う事が可能な場所かどうかを事前に把握する必要がある。

そのような事情もあり、「今から探しに行く」と言う発言になったものと考える。

そして、その街宣を行う理由は（実際には行っていないので勝手な推測でしかないが）一日も早く「子ども救援カンパ」の募金詐欺疑惑を解明し、あしなが育英会への信頼回復を図り、これまでのように遺児が進学出来るようにする為である。

決して、原告富田の私生活の平穏を侵害する目的での街宣の企画を予告するものではないと考える。

共同不法行為①②③による損害として１０００万円を下らないとの主張であるが、以上の理由により認めない、もしくは、認められるにしても軽微である。

ウ　弁護士費用

弁護士費用相当額１００万円の被害については、不知であるが、争いたい。

主に【７損害－（１）原告組合の損害－ア有形損害】及び【7損害－（２）原告富田の損害】への答弁と同じ主張であるが、これまでの答弁で、私の主張は述べているので省略する。

第３　その他の事情

朝鮮学校への寄付金については、「子ども救援カンパ」の募金活動の際に、遺児への進学支援の為の奨学金を出すあしなが育英会の名前を利用しながら「一部は朝鮮学校へ寄付します」と知らせず、朝鮮学校へ１５０万円を寄付した行為は明らかな詐欺行為である。

刑事裁判により有罪判決を受けたのは事実であり、否定しないが、我々の多くは「本件の行動の全てを肯定する訳ではないが、募金詐欺と言う犯罪の糾弾の為に行った行動であり、その動機には正義があった」と考えている。

司法は「かような表現方法を認めない」と述べているが、私に限っては、司法が認めてくれる必要などないと考えている。

国家には、国民の生命と財産を守る義務があるが、日本国政府は、竹島を韓国に奪われても取り返してくれず、同胞を北朝鮮に拉致されても取り返してくれず、北方領土近海で日本人が銃撃されて殺された殺人事件でも犯人を逮捕せず、竹島に不法上陸した犯罪者の逮捕も行わない。明らかに日本国は義務を果たしていない。

義務を遂行しない国家に、権利だけが認められる道理もない。

日本国民の生命と財産を毀損する犯罪に対して、責任も義務を行使しない司法に認められる必要など全くない。

国家が私達、日本国民の生命と財産を守ってくれないからこそ、市民が止むを得ず、自らの手で生命と財産を守る必要があり、我々は日本国の生命と財産を守り、そして、日本国民の安全な生活を取り戻す為と信じて、本件の行動を行った。

私は自身の信じる正義にのみ生きる。法律が私の行動を「間違い」と言うなら、その法律が間違っている。

特に被告荒巻については、誰よりも日本を愛して、そして、その愛する日本の為に命を投げ出す覚悟で行動をされた、愛国者である。

ひたすらに日本国を愛して、拉致被害者を救いたい、竹島を取り返したいと、行動を続けた結果、国家により投獄されている。

被告西村も、まだ幼い子供を抱えて護国活動を行い、日本の為に尽力し続けた結果として国家により投獄されようとしている。

法を守って、国が滅ぶのを黙って見ている事を良しとせず、愛する国家の為に、あえて法を犯し、祖国を守ろうとした愛国者である。

それに対して原告らは、日本国憲法第１条の天皇を否定し、国歌・国旗を否定し、国の宝である子供達に反日の思想教育・洗脳教育を施す腐れ外道の集団である。

裁判所にこのような事を述べても、おそらく意味はなく、返って「反省の色なし」との心証を与える事になるかもしれないが、敢えて述べておく。

尚「募金詐欺という主張は全く根拠のない主張であり、反論する必要などない」との主張には、既に募金詐欺であるとの反論を縷々述べているので、省略する。

４　最後に

本件の共同不法行為とされる行為①②は、平成２２年４月１４日に起きたものであり、行為③は平成２２年４月２８日に起きたものである。

不法行為の時効は３年であり、原則的には、共同不法行為とされる行為①②③の全ては時効が成立していると主張する。

原告らは民法第７２４条「加害者の了知」を根拠として時効が成立していないと主張するものと推察するが、原告らによる刑事告訴が平成２２年４月２１日にされている事実や、原告らが１５０万円を寄付した朝鮮学校により、私、被告西村、被告荒巻、被告松本、被告在特会が平成２２年６月２８日に民事訴訟を提訴されている事実や、被告宮井将（以下「被告宮井」と言う。）は平成２２年７月１３日に大阪府警察に逮捕されている事実があり、そのような事実から原告らは遅くとも平成２２年６月２８日の時点で、私、被告西村、被告荒巻、被告松本、被告在特会については「加害者の了知」が可能であった。

本訴訟が、被告中谷や被告中曽と言った個人に対して提訴されたものであるなら兎も角、共同不法行為として被告在特会が主催した活動に対して提訴を起こしたものである以上、「加害者の了知」からも３年以上が経過しており、本訴訟は時効が成立している。

この旨の主張は、被告在特会が選任した弁護士より主張されるものと思われるので、私からは簡単に主張するに留めておく。

以上
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